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第１章 趣旨 

 

１．目的 

 

 2010 年（平成 22 年）3 月に草津市の情報化の将来像を見据えた様々な情報化施策を

明らかにし、市民サービスの向上を念頭に今後の情報化推進のあり方を示すものとして、

「草津市情報化推進の指針」を策定しました。 

 

 策定から 10 年が経過した今日においては、ＡＩ・ＲＰＡをはじめとする情報通信技

術が飛躍的な進歩を遂げています。 

 

 また、わが国では少子高齢化等により、今後、労働生産力の減少、経済規模の縮小、

社会保障費の増大等といった課題の深刻化が懸念されることから、国において「世界最

先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」によりデジタル社会の実現

に向けた重点計画を取りまとめるなど、情報通信技術を活用した様々な取組を進めてい

ます。 

 

 本市においても、近い将来、少子高齢化により人口減少時代を迎え、行政サービスの

増大局面から減少局面への転換を強いられることが想定されることから、将来を見据え

て乗り越えなければならない課題に的確に対応するため、これまで以上に行政サービス

の効率性の向上に向けた取組が求められています。 

 

 これらの背景から、本市では、国の「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ

活用推進基本計画」、県の「滋賀県ＩＣＴ推進戦略」などを踏まえながら、情報通信技

術を積極的に活用することにより、市民サービスの向上と地域社会の維持・発展、さら

に行政サービスの効率化を目指し、「草津市情報化推進計画」（以下、「本計画」とい

う。）を策定するものです。 
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２．位置づけと期間 

 

2016 年（平成 28 年）12 月、官民のデータ利活用のための環境を総合的かつ効果的

に整備するため施行された「官民データ活用推進基本法」（以下、「基本法」という。）

第９条第３項において、市町村の努力義務として「市町村官民データ活用推進計画」の

策定が求められています。 

本計画は、この規定に基づき「市町村官民データ活用推進計画」に位置付けるととも

に、本市の情報化を進めるための基本的な方向性と情報化施策を明らかにするものとし

て策定します。 

 

本計画は、国・県の動向や情報通信技術を巡る昨今の急激な技術開発と社会情勢の変

化、さらに、第６次草津市総合計画第１期基本計画の計画期間を踏まえ、2020 年度（令

和 2 年度）から 2024 年度（令和 6 年度）までの５年間を計画期間とし、その後、本市

総合計画の計画期間に合わせて見直しを行います。 

 

なお、本計画の策定に伴い、2010 年度（平成 22 年度）から 2020 年度（令和 2 年度）

までの 11 年間を計画期間とした「草津市情報化推進の指針」については、2020 年（令

和 2 年）3 月 31 日限りでその効力を失うものとします。 
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第２章 情報通信技術の社会動向 

 

１．国の情報通信技術を用いた施策 
 

 ⑴国家ＩＴ戦略の推移                             

   政府は、2001 年（（平成 13 年）1月に（「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略

本部」（ＩＴ総合戦略本部）を設置し、「e-Japan 戦略」を策定することにより、全

ての国民がＩＴを積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受できるための取組（（ブ

ロードバンド回線の普及等のインフラ面や技術面）を開始しました。 

   その後、ネットワークインフラの整備に重点を置いた施策を進め、2013 年（平

成 25年）6月に、新たなＩＴ戦略（（世界最先端ＩＴ国家創造宣言）を閣議決定して

います。 

   2016 年（平成 28 年）12 月、国が官民データ利活用のための環境を総合的かつ

効率的に整備するため「官民データ活用推進基本法」が施行されました。 

   これを受け、2017 年（（平成 29 年）5月に（「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（・官民

データ活用推進基本計画」を閣議決定し、デジタル技術の恩恵を誰もが享受できる

インクルーシブな（「デジタル社会」の実現に向けた重点計画を取りまとめ、「成長戦

略実行計画」等の閣議決定の中で、デジタル市場のルール整備、スマート公共サー

ビス等の取組を進めています。 

   2019 年（（令和元年）5月には、（「デジタル手続法」が成立し、行政手続きを原則

インターネットで受け付けるようにするとともに、行政手続きをＩＴで処理する

「デジタルファースト」、同一の情報提供は求めない（「ワンスオンリー」、手続きを

一度に済ます（「コネクテッド・ワンストップ」の３原則を柱として、デジタル政府

の一層の推進を図っています。 

   また 6 月には、ＩＴ総合戦略本部の官民データ活用推進戦略会議において、「デ

ジタル時代の新たなＩＴ政策大綱」が示され、その中で、デジタル時代を勝ち抜く

ための環境整備と社会全体のデジタル化による課題解決について明記するなど、デ

ジタル時代のＩＴ政策のあるべき姿が提示されています。 

 

 ⑵社会全体を通じたデジタル・ガバメント                    

   2019 年（（令和元年）6月に変更された（「世界最先端デジタル国家創造宣言（・官民

データ活用推進基本計画」（（閣議決定）において、社会課題の解決と経済成長を実現

するため、社会全体を通じたデジタル・ガバメントを推進するとしています。 

  ◆目指す社会像 

   1)必要なサービスが、時間と場所を問わず最適な形で受けられる社会 

   2)官民を問わず、データやサービスが有機的に連携し、新たなイノベーションを

創発する社会 
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（※2019.6（ 内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室（ IT 新戦略の概要より引用） 

 

 ⑶Society5.0 の実現                              

   ＩｏＴ、ロボット、人工知能（（ＡＩ)、ビッグデータといった先端技術をあらゆる

産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社

会である Society（5.0 の実現を目指すとしています。その中で特に、スマート公共

サービスとして、「マイナンバーカードを活用した新たな国民生活・経済政策イン

フラの構築」、「個人（・法人による手続の自動化」、「学校のＩＣＴ環境の整備」につ

いて取り組むべき方向性が示されています。 

 

 ⑷官民データ活用推進基本計画に基づく施策の推進               

   （「官民データ利活用社会」のモデルを構築するため、官民データ活用推進基本法

第 8条に規定する官民データ活用推進基本計画が策定されました。官民データ活用

推進基本計画は、新しい社会インフラとしての（「データ利活用のための基盤」の整

備を、国と各地方公共団体等が一体となって全体を俯瞰しながら取り組むための

「見取図」とするもので、国は、世界最先端を目指すべく世界の中での我が国のＩ

Ｔ関連技術開発の置かれた状況を的確に把握しながら総合的に推進するとしてい

ます。 

   官民データ活用推進基本計画で示された施策項目を、以下に示します。 

    ①行政手続等のオンライン化原則 

    ②オープンデータの促進 

    ③データの円滑な流通の促進 

    ④データ利活用のルール整備 

    ⑤マイナンバーカードの普及・活用 
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    ⑥利用の機会等の格差の是正 

    ⑦情報システム改革・業務の見直し 

    ⑧データ連携のためのプラットフォーム整備 

    ⑨研究開発 

    ⑩人材育成、普及啓発 

    ⑪国の施策と地方の施策との整合性の確保 

    ⑫国際貢献及び国際競争力の強化に向けた国際展開 

 

 ⑸デジタル手続法                               

   2019 年（令和元年）５月に成立したデジタル手続法において、行政のあらゆる

サービスを最初から最後までデジタルで完結させるために不可欠なデジタル化３

原則（（デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップ）が基

本原則として明確化され、行政手続の原則オンライン化、添付書類の撤廃およびワ

ンストップサービスの推進に取り組むことにより、「すぐ使えて」、「簡単で」、「便利

な」行政サービスの実現を目指すとしています。 

 

 
（※2019.5.31（ 内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室（デジタル手続法についてより引用） 
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 ⑹スマート自治体への転換                           

   総務大臣主催の自治体戦略２０４０構想研究会が 2018 年（平成 30 年）7 月に

まとめた第二次報告において、スマート自治体への転換として、自治体の経営資源

が制約される中、法令に基づく公共サービスを的確に実施するためには破壊的技術

（ＡＩやロボティクスなど）を積極的に活用して、自動化（・省力化を図り、より少

ない職員で効率的に事務を処理する体制の構築が欠かせないとしています。 

 

 ⑺マイナンバーカードの普及、利活用の推進                   

   安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期に実現する観点から、

マイナンバーカードの普及を強力に推進するとともに、マイナンバーカードの利便

性向上（・利活用シーンの拡大を更に推進するとし、社会保障の公平性の実現、行政

の利便性向上・運用効率化等に向け、マイナンバーの利活用を図るとしています。 

 
 

マイナンバーカードの普及促進等のポイント 
 

■マイナンバーカードの健康保険証利用 

 ・マイナンバーカードの健康保険証利用の仕組みを令和 3年 3月から本格運用。 

 ・令和 4 年度中に概ね全ての医療機関での導入を目指すとともに、医療機関等の

読み取り端末、システム等の早期整備に対する十分な支援を実施。 

 ・令和 4 年度末までの具体的な移行スケジュールを含め、保険者毎の被保険者の

カード取得促進策を公表。国家公務員や地方公務員によるマイナンバーカードの

取得を促進。 

■マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等 

 ・市町村ごとのマイナンバーカード交付円滑化計画の策定の推進と定期的なフォ

ローアップを行うとともに必要な支援を実施。 

 ・マイナンバーカードの利便性、保有のメリットの向上、利活用シーンの拡大。 
 

（※2019.6.4 デジタル・ガバメント閣僚会議（第４回）資料１―１より引用） 

 

 ⑻デジタル・デバイド解消対策                         

   情報通信技術の進展は、社会に大きな変革をもたらすとともに、私たちに様々な

恩恵をもたらしており、社会全体のデジタル化を進めるにあたっては、全ての国民

が不安なくデジタル化の恩恵を享受できる環境整備が求められ、特に、高齢者等に

対しデジタル活用支援員の仕組みについて、全国展開を視野に入れた検討を行い、

誰もが情報通信技術の恩恵を享受できるよう情報バリアフリー関連施策を積極的

に推進していくとしています。  
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２．滋賀県の情報通信技術を用いた施策 

 

   2018 年（平成 30年）3月に策定された（「滋賀県ＩＣＴ推進戦略」では、日々進

展するＩＣＴやサービス、データの収集（・分析技術を的確に捉え、施策をブラッシ

ュアップしながら、県民の生活の質の向上、経済活動におけるイノベーションの創

出、安全・安心な地域づくり等に取り組むとしています。 

 

 ⑴方針                                    

  基本方針１ 全ての県民にＩＣＴ・データ利活用を広げていく 

    ＩＣＴやデータの利活用が大きな効率化や新たな価値の創造をもたらす一方

で、年齢、身体的な制約、地理的条件、所得等による利活用の差が個人の生活

の質に影響すると考えられています。 

    実際の生活や社会の様々な場面において、全県民が身近にその便益を受けるこ

とができるようにＩＣＴやデータの利活用を進めていきます。 

 

  基本方針２ ＩＣＴ・データを活用し、限りある資源を共有・シェアする 

    人口減少社会に対応し、県民の生活や産業の持続可能な発展を実現するために

は労働力、財源、エネルギー等、限りある資源を効率的かつ有効に利用するこ

とが求められています。 

    インターネットのマッチング機能を活かしたシェアリング・エコノミーの視点

を取り入れたり、ビッグデータを共有して利用したりすること等により、ＩＣ

Ｔやデータを活用し、有形・無形の資源の共有・シェアを進めていきます。 

 

  基本方針３ 多様な主体・異分野の連携によりＩＣＴデータで新たな価値を創造する 

    新たなＩｏＴサービスの創出など、ＩＣＴやデータを活用して生活（・産業に新

しい価値やイノベーションをみ出すため、ユーザー、事業者、ＮＰO、大学、行

政など、多様な主体による緊密な連携・協働を進めていきます。 

    また、関連のある異分野の施策を組み合わせたアプリケーションの開発等（（「防

災×観光」「農業×観光×環境等」）、親和性の高い分野におけるＩＣＴやデータ

の利活用を進めていきます。 
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 ⑵重点戦略                                  

  重点戦略１ 地域・産業で再創造する（～ＩＣＴで創る～） 

   ①ＩｏＴの推進による地域の課題解決と本県経済の活性化 

   ②スマート農業の推進 

   ③地域のエネルギー・交通への活用 

   ④ＩＣＴの活用による観光振興 

   ⑤マイナンバーカードを活用した地域の活性化 

   ⑥シェアリング・エコノミーの普及促進 

 

  重点戦略２ 安全・安心な生活を守る（～ＩＣＴで守る～） 

   ①防災・防犯分野におけるＩＣＴの活用 

   ②健康・医療・介護分野におけるＩＣＴの活用 

   ③社会資本の整備・維持管理におけるＩＣＴの活用 

 

  重点戦略３ 働き方・行政サービスを革新する（～ＩＣＴで変える～） 

   ①ＩＣＴによる「働き方改革」の実現 

   ②インターネット利用による手続等に係る取組(オンライン化原則) 

   ③オープンデータの推進 

   ④マイナンバー制度の普及・活用 

   ⑤業務・システム改革 

   ⑥ＥＢＰＭの推進 

 

  重点戦略４ 滋賀県発の人材を育成する（～ＩＣＴを（で）育てる～） 

   ①専門教育 

   ②学校教育 

   ③ＩＣＴリテラシー 

   ④官民データ活用基盤の構築（後掲） 

 

  重点戦略５ ＩＣＴ基盤を確立する（～ＩＣＴを支える～） 

   ①情報通信ネットワークの整備促進 

   ②官民データ活用基盤の構築 

   ③ＩＣＴおよびデータの活用を推進するための場づくり 
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３．情報通信サービスの利用動向 

 

⑴ 情報通信機器の普及                             

   総務省が 2018 年（平成 30 年）9 月末に実施した世帯および企業における情報

通信サービスの利用動向調査の結果によると、世帯の情報通信機器の保有状況は、

「モバイル端末全体」で 95.7％となり、その内数である（「スマートフォン」は 79.2％

で、「パソコン」（74.0％）を上回っています。 

 

 
（※2019.5.31 総務省平成 30 年通信利用動向調査の結果より引用）  
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   インターネット利用者については、13歳から 59歳までの利用が 9割を超え、個

人のインターネット利用機器に関しては、スマートフォンがパソコンを上回ってい

ます。 

   また、全体の利用については 80.9％と８割を超え、これは（「草津市情報化推進の

指針」を策定した当時の「平成 21 年度版情報通信白書」の人口普及率が 75.3％で

あったことと比較すると、率にして 5.6 ポイントの上昇となっています。 

 

（※2019.5.31 総務省平成 30 年通信利用動向調査の結果より引用） 
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第３章 情報化推進の現状 

 

１．草津市における情報化の取組 

 

   本市では、2010 年（平成 22年）3月に策定した（「草津市情報化推進の指針」の

基本理念で示した情報化推進の指針に基づき、主に窓口サービスの高度化や情報シ

ステムの最適化・基盤の充実などの取組を進めています。 

 

 ⑴草津市情報化推進の指針                           

 

  ①本市の活力を広く知ってもらう情報化の推進 

  ②市民サービスの向上に資する情報化の推進 

  ③行政運営の向上に資する情報化の推進 

 

 

 ⑵草津市の情報化推進施策取組状況                       

 

  ①オープンデータの推進 

 

   ㋐オープンデータカタログサイトの構築 

    地域課題の解決を住民や事業者と連携して実現するとともに、行政事務の効率

化、新たなサービスの創出につなげるため、保有するデータのオープンデータ

化に取り組んでいます。 

    ダウンロードできるデータには、「市政情報」をはじめ、「くらし」、「学ぶ・楽

しむ」、「福祉・健康」、「子育て」、「ＧＩＳ連携データ」におよび市民生活に密

接に結び付く情報も多く含まれています。 

 

   ㋑公開型ＧＩＳサイトの構築 

    オープンデータカタログサイトとともに公開型ＧＩＳサイトを構築し、草津市

が保有する道路や公共施設等の地図情報のオープンデータ化に取り組んでいま

す。 

    防災マップをはじめ、都市計画図、まめバス路線図や教育施設、各種健診、ご

み収集地区など市民生活にかかわりの深い情報の公開を進めています。 
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  ②システム構築における民間サービス利用の促進 

    クラウドを含めた民間サービスを積極的に活用し、必要な機能の柔軟かつ迅速

な導入、投資対効果の向上に取り組んでいます。 

 

   ㋐メール配信サービス 

    あらかじめ登録されたスマートフォンやパソコンのアドレスに、不審者情報な

どの「安全安心情報」や、予防接種・健診などの「健康づくり・保健衛生情報」、

さらに、生涯学習やスポーツ振興にかかる「各種イベント」などの情報を配信し

ています。 

 

   ㋑簡易電子申請システム 

    市の一部の手続きについて、インターネットを利用して、24 時間 365 日、申

請や届け出をすることができる簡易電子申請サービスに取り組んでいます。 

 

  ③おうみ自治体クラウド協議会（法定）による基幹系システム等の共同調達事業 

    2013 年（平成 25 年）10 月にグループウェア

を近隣市と共同調達したことを契機として、

2019 年（平成 31 年）4 月時点で８市（草津市、

守山市、栗東市、野洲市、湖南市、近江八幡市、

米原市、甲賀市）からなるおうみ自治体クラウ

ド協議会を結成し、住民記録や税情報などから

なる基幹系システムをはじめ、図書システム

や、印刷物等の共同調達、共同発注に取り組ん

でおり、業務効率化と経費削減を共同で進めて

います。 

 

 

 

おうみ自治体クラウド協議会沿革 

2015 年（平成 27 年）10 月   おうみ自治体クラウド協議会設立 

               （草津市、守山市、栗東市、野洲市、湖南市） 

2017 年（平成 29 年） 4 月   近江八幡市が加入 

2018 年（平成 30 年） 4 月   米原市が加入 

2019 年（平成 31 年） 4 月   甲賀市が加入 
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おうみ自治体クラウド協議会共同調達事業 

   ・基幹システム 

   ・コンビニ交付システム 

   ・コンビニ収納代行業務 

   ・公金収納代行サービス 

   ・戸籍システム 

   ・図書館システム 

   ・グループウェア 

   ・帳票アウトソーシング 

   ・プレミアム付商品券システムサービス利用事業 等 

 

  ④教育の情報化 

    ＩＣＴを学校教育に積極的に活用する「教育の情報化」に注力した取組を進め

る中で、2016 年（平成 28 年）3 月に「草津市教育情報化推進計画」を策定し、

子どもの生きる力を育むこと、そして学校の教育力を高めるための方策として、

ＩＣＴを活用したさらなる教育の情報化に取り組んでいます。 

   （主な取組） 

    ・草津型アクティブ・ラーニングの全市展開 

    ・校務支援システムの活用による校務の効率化 

    ・教員のＩＣＴ活用指導力向上に向けた教職員研修の実施 

 

  ⑤子ども・子育て支援ＡＩ化事業 

    子ども・子育て支援のさらなる充実に向けた糸口として、多様な保護者からの

希望条件を捉え、保育所等の入所選考を早く、きめ細やかに行うことにより、保

護者の満足度の向上と人件費の削減を図ることを目的として、保育所ＡＩ入所

選考システムを利用した入所調整に取り組んでいます。 

 

  ⑥スマート自治体滋賀モデル研究会への参画 

    2019 年（令和元年）7 月 3 日に県内における行政サービスの改革による住民

の利便性向上および自治体組織の働き方改革に資する行政事務の効率化を推進

することを目的としており、草津市では発足当初より参画し、滋賀県をはじめ大

津市、近江八幡市とともに、ＩＣＴを活用した県内独自の取組の企画、提案に向

けた情報の収集および交換、事例検証、課題整理、解決方策の検討に取り組んで

います。  
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  ⑦中間標準レイアウト仕様の活用 

    システム更改時における調達要件として、中間標準レイアウトを仕様とするこ

とで、ベンダーロックインを回避するとともに、最適な製品選定、システム導入

コストの削減に取り組んでいます。 

 

  ⑧びわ湖 Free Wi-Fi の推進 

    滋賀県内で整備が進むびわ湖 Free Wi-Fi（インターネットを利用した情報収

集と発信が容易にできる無料公衆無線 LAN）の整備を推進しています。 

 

  ⑨ＲＰＡの実証実験、導入検討 

    情報システムに関わる最新技術の動向や社会情勢の変化を踏まえ、急速に開発

や実用化が進むＲＰＡといった先端技術を積極的に活用し、自動化による工数

削減となる業務を見極め、導入効果の検証を行い、本格導入へ向けた検討に取り

組んでいます。 

 

  ⑩多言語通訳サービスの実証実験、導入検討 

    外国人向け窓口サービスの向上を図るため、多言語対応によるテレビ電話通訳

サービスが利用できるタブレット端末で３者間通訳を行う実証実験により、多

言語通訳サービスの動作確認、行政の専門用語への対応状況、導入効果の検証を

行い、本格導入へ向けた検討に取り組んでいます。 

 

  ⑪引越しワンストップサービス実証実験 

    引越しに際して行う様々な手続の負担を軽減すべく、国において推進している

「引越しワンストップサービス」のマイナポータルを活用した転出手続の電子

申請や来庁して行う転入手続の効率化などのサービスなどの実装に向けての実

証実験に参加しています。 

 

  ⑫健幸都市づくりの推進に関する協定 

    本市と西日本電信電話株式会社とオムロンヘルスケア株式会社との三者によ

る連携協定を結び、健幸都市づくりの推進に向けてＩＣＴやＩｏＴを活用し、地

域の課題解決につながる取組連携を進めています。 
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⑬セキュリティ対策 

    草津市情報セキュリティポリシーに基づきセキュリティ対策を実施するとと

もに、国において求められている自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化を

実施しました。 
 

    全国の自治体に求められる三層の情報セキュリティ対策 

１ マイナンバー利用事務系（基幹系）は、住民情報の流出を徹底して防ぐ。 

２ ＬＧＷＡＮ接続系とインターネット接続系を分割する。 

３ インターネット接続口を都道府県ごとに集約（自治体情報セキュリティ 

クラウド）して高度な監視を行う。 

 

 

 ⑶草津市情報化推進の指針の総括                        

 

   草津市情報化推進の指針においては、市民サービスの向上に資する情報化の推進

として、防災マップをはじめ都市計画図などの市民生活にかかわりの深い地図情報

を公開するためのＧＩＳサイトの構築や、ＩＣＴを学校教育に積極的に活用する教

育の情報化への取組を進め、さらに、行政運営の向上に資する情報化の推進として、

おうみ自治体クラウド協議会による基幹（住民情報）系システム等の共同調達によ

る業務効率化と経費削減を進めるなど、一定の成果を上げることができました。 

 

   一方で、産業の情報化（情報通信技術を活用した異業種間交流や人材の育成支援）

や、地域コミュニティの情報化支援（文化施設やスポーツ施設などの予約状況にか

かる情報提供）、くらしのサービスの充実（窓口サービスの高度化、情報化）にお

いては十分な進展が図れたとは言えず、さらなる情報化に取り組む余地が残されて

います。 

 

   また、草津市情報化推進の指針を策定して１０年が経過し、情報通信技術の進展

とともに情報をやり取りする手法や、パソコンや携帯電話からスマートフォンやタ

ブレット端末に代表されるスマートデバイスへと急速に変化する中で、市民ニーズ

も広がっています。 

 

   このように草津市情報化推進の指針を進める中で生じた課題については、日々進

化する情報通信技術を積極的に活用することで、さらに市民サービスの向上につな

がるものとなるよう取り組む必要があります。 
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２．情報通信技術（ＩＣＴ）による課題解決の可能性とニーズ 

 

   情報通信技術（ＩＣＴ）は、あくまでも行政サービスを提供するための手段であ

るとともに、ＩＣＴの利活用の出発点は市民のニーズであることから、市民意識調

査から浮かび上がる課題についても情報通信技術を活用して改善、さらに解決へと

導ける可能性があります。 

   多種多様な市民ニーズについて、「草津市のまちづくりについての市民意識調査」

（2018 年（平成 30 年））のうち基本方針別に見た重要度評価から必要なニーズを

把握します。 

 

 

  ⑴市民意識調査（基本方針別にみる重要度評価）からみた市民ニーズ       

   市民ニーズが比較的高いと思われる項目は以下のとおりです。 

   ①「人」が輝くまちをつくるための基本方針 

    ➡ 「子どもの生きる力を育む教育の推進」 

    ➡ 「学校の教育力の向上」 

   ②「安心」が得られるまちをつくるための基本方針 

    ➡ 「犯罪のないまちづくり」 

    ➡ 「あんしんできる高齢期の生活への支援」 

    ➡ 「安心して子育てができる環境づくり」 

   ③「心地よさ」が感じられるまちをつくるための基本方針 

    ➡ 「水の安定供給」 

    ➡ 「安全・安心な道路の整備」 

   ④「活気」があふれるまちをつくるための基本方針 

    ➡ 「農業の振興」 

    ➡ 「観光の振興」 

   ⑤「行財政マネジメント」のための基本方針 

    ➡ 「職員力の向上」 

    ➡ 「健全な市政運営」 

    ➡ 「市民との情報共有の推進と公正の確保」 
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第４章 情報化推進計画の施策 

 

１．基本理念 

 

 全国的な人口減少社会の中、本市においても年々高齢化率が高まるなど、市政を取り

巻く様々な環境が変化・多様化し、よりきめ細かな市民サービスの提供が求められてい

ます。 

 厳しい財政状況をはじめ、近い将来訪れる人口減少局面で生じる様々な課題による影

響を最小限に食い止めつつ、今後も安定的な行政運営を確保し、地域サービスの質を維

持していく、市政を取り巻く社会情勢の著しい変化に対応することのできる施策が必要

です。 

 情報通信技術（ＩＣＴ）を活用することにより、本市が抱える様々な課題を解消し、

市民中心の行政サービスを実現するため、本計画の基本理念を市民サービスの向上と地

域社会の維持・発展を念頭に、次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＩＣＴで豊かさを感じられるまち 草津 
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２．基本方針 

 

 基本理念「ＩＣＴで豊かさを感じられるまち 草津」の実現を図るには、市民ニーズ

の充足を図る観点から、ＩＣＴの活用は「市民」のためにある施策でなくてはなりませ

ん。 

 

 また、市民ニーズの充足には、いきいきとした活気と魅力にあふれる健全で安心した

生活を送るためのライフステージが必然的に求められることから、ＩＣＴは「地域社会」

にも活用される施策である必要があります。 

 

 一方、今後益々厳しさが増すと予見される市の行財政においても、より安定的な運営

と地域サービスの質の維持を図る必要性から、「行政運営」にＩＣＴを活用し、より一

層の効率化を図る必要があります。 

 

 こうしたことを踏まえ、基本理念「ＩＣＴで豊かさを感じられるまち 草津」の実現

を図るための基本方針を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 

市民サービスの利便性の向上 

地域活力の維持・発展 

行政運営の効率化 
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本市の現状と課題 

誰もが住みやすいまちづくり 

行政効率のさらなる向上等 

社会情勢の変化 

情報通信技術の飛躍的な進歩 

人口減少社会等 

国・県のＩＣＴ施策 

先端技術の積極的な推進 

行政のデジタル化の推進等 

草津市情報化推進計画 

ＩＣＴで豊かさを感じられるまち

草津 

市民サービスの 

利便性の向上 

地域活力の 

維持・発展 

行政運営 

の効率化 

実現する 

ために 

基本方針 

基本理念 
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３．計画の体系 

 

 
 

ＩＣＴ人材の育成 ＩＣＴの専門性を持った職員の計画的育成

ＩＣＴで豊かさを感じられるまち　草津

ＩＣＴの専門性を持った外部人材の活用

地域活力の維持・発展

オープンデータの推進

市保有情報の公開推進

オープンデータの活用促進

(仮称)琵琶湖オープンデータ構想の実現

市民サービスの利便性の向上

先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）の検証・導入

地域・産業の情報化

教育の情報化の推進

マイナンバーカードの普及促進

教育の情報化

ＩＣＴを活用した地域・産業の情報発信

ＩＣＴを活用した市政情報の発信

行政手続のデジタル化

職員のＩＣＴ利活用能力の向上

行政手続の原則オンライン化

マイナポータルの利用促進

独自利用の検討

行政の枠組みを超えたデジタルファーストの実現

窓口サービスの向上

行政運営の効率化

先端技術(ＡＩ・ＲＰＡ等)を

活用した業務改善

窓口サービスの改善

情報システムにおける

クラウド化の推進
標準化の推進

地域・産業におけるＩＣＴの活用

マイナンバー制度の

利活用

デジタル・デバイドの解消対策
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４．重点施策 
 

３つの基本方針を実現するための重点施策とその内容について説明します。 
 

 

 

基本方針１ 市民サービスの利便性の向上 
 

 ＩＣＴを活用した行政手続のデジタル化を推進することにより、市民ニーズの多様化

に対応するとともに、「すぐ使えて」、「簡単」、「便利」な行政サービスの実現を目

指します。 

 特に、ＩＣＴで豊かさを感じられるための施策として、行政手続のデジタル化、マイ

ナンバー制度の利活用、窓口サービスの改善、教育の情報化を推進します。 
 

 

  重点施策１－１ 行政手続のデジタル化

 

 
 

 ①行政手続の原則オンライン化 

   国や地方自治体、ベンダー（開発者）など多方面から情報の収集・共有を行い

ながら、マイナンバー制度を活用した行政サービスのデジタル化を図るなど、行

政手続の原則オンライン化に取り組みます。 

   ・個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する（デジタルファースト） 

   ・一度提出した情報は、二度提出することを不要とする（ワンスオンリー） 

   ・民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する（コネク

テッド・ワンストップ） 
 

 ②デジタル・デバイドの解消対策 

   市内におけるびわ湖フリーWi-Fi の整備促進といった取組の他、市ホームペー

ジで提供する情報やサービスは、障害者・高齢者の利用に配慮し、誰もが快適に

アクセスし利用できるようウェブアクセシビリティの確保に取り組んでいます。 

   今後もデジタル・デバイドを解消し、誰もがＩＣＴを活用できる環境の構築に

向けて取り組みます。 
 

 ③ＩＣＴを活用した市政情報の発信 

   メール配信での安全安心情報などの市政情報の発信といった取組の他、市ホー

ムページ等において市政情報の発信に取り組んでいます。 

   今後も利便性の向上や防災をはじめとする安全安心の確保という観点からプッ

シュ型スマートフォンアプリやチャットボットなどの多様な情報発信について検

討します。 

重点施策１－１ 行政手続のデジタル化 

 

ＩＣＴを活用して行政サービスの利便性の向上と効率化を推進します。 

基本方針１  市民サービスの利便性の向上 
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重点施策１－２ マイナンバー制度の利活用 

 

 
 
 

 ①マイナポータルの利用促進 

   マイナポータルにおける電子申請「子育てワンストップサービス」を開始して

います。電子申請をはじめ積極的にマイナポータルの利用を促進します。 
 

 ②マイナンバーカードの普及促進 

   マイナンバーカードの啓発に取り組み、普及を促進します。 
 

 ③独自利用の検討 

   マイナンバー制度の独自利用について検討します。 
 

 

 

重点施策１－３ 窓口サービスの改善 

 
 

 ①行政の枠組みを超えたデジタルファーストの実現 

   県、市の枠組みを超えたデジタルファーストの実現を目指し、行政手続を行う

県民・県内外の事業者などが手続に費やす時間、カネ、手間を大幅に削減すると

ともに、地方公共団体側のバックオフィス事務の省力化とシステム共同利用によ

る人的・財政負担の削減を目指します。(地域コミュニティ情報化支援) 
 

 ②窓口サービスの向上 

   自動翻訳機等による多言語対応を図るなど、ＩＣＴを活用した窓口サービスの

向上について検討します。 
 

重点施策１－４ 教育の情報化 

 

 

 
 

 ①教育の情報化の推進 

   ＩＣＴを活用した教育の情報化を推進するための施策を展開します。  

重点施策１－２ マイナンバー制度の利活用 
 

マイナンバー制度の恩恵をすべての市民が実感できるよう利便性の向上に 

取り組みます。 

重点施策１－３ 窓口サービスの改善 
 

ＩＣＴを活用し、ライフイベントの様々な手続きが窓口で完結する 

サービスを目指します。 

重点施策１－４ 教育の情報化 
 

ＩＣＴ等の先端技術を活用した授業改善を図り、アナログとデジタルを融合した新た

な学びを創造し、子どもたちの確かな学力と生きる力を育む教育を推進します。 
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基本方針２ 地域活力の維持・発展 

 
 

 ＩＣＴを活用して、地域社会の課題解決と活性化を図り、地域の維持・発展を実現す

るための施策として、オープンデータの推進、地域・産業の情報化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 ①市保有情報の公開推進 

   市保有情報は、非常に大切な市民の情報資産であることを踏まえ、非公開情報

を除くすべての市保有情報を公開する取組（オープンデータカタログサイト）を

進めます。 
 

 ②オープンデータの活用促進 

   オープンデータカタログサイトに掲載したオープンデータを、誰もが使いやす

いものとなるよう取り組みます。 
 

 ③（仮称）琵琶湖オープンデータ構想の実現 

   滋賀県をはじめとする県内全ての地方公共自治体が連携して保有情報を一括し

て公開するシステムを構築し、更に「見える化」を図ることで、オープンデータ

の価値の創出を目指します。 

 

 

 

 

 

 ①ＩＣＴを活用した地域・産業の情報発信 

   ＩＣＴを活用して地域や産業における取組等の情報を発信します。 
 

 ②地域・産業におけるＩＣＴの活用 

   地域・産業が抱える様々な課題に対し、ビッグデータの利活用の推進や、異業

種間交流、人材の育成支援、さらに地域住民の学び合う機会の創出を図るなど、

ＩＣＴを活用した解決策について検討します。また、ＩｏＴを活用した地域・産

業の活性化について検討します。  

重点施策２－１ オープンデータの推進 
 

経済の活性化と新たな事業創出を図るとともに、行政の透明性・信頼性の向上と市

民協働による公共サービスの実現を目指して、市が保有するデータのオープンデー

タ化を推進します。 

重点施策２－２ 地域・産業の情報化 
 

ＩＣＴを活用した地域・産業の情報化について検討し、 

地域、産業の活性化を目指します。 

基本方針２ 地域活力の維持・発展 
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基本方針３ 行政運営の効率化 
 

 

 

 ＩＣＴを活用して、行政運営の効率化を図り、ＥＢＰＭを推進するとともに、行政サ

ービスの向上を実現するための施策として、先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）を活用した業

務改善、情報システムにおけるクラウド化の推進、ＩＣＴ人材の育成を推進します。 
 

 

 

 

 
 

 ①先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）の検証・導入 

   先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）をはじめ業務の効率化や生産性の向上を目指す新

技術について、導入を視野に入れた検証を進めるとともに、効果が確認できたも

のについて導入を目指します。 
 

 

 

 
 

 ①標準化の推進 

   システム導入や更新時において、標準パッケージシステムの利用やクラウド化

などの手法により、業務運用の標準化や経費削減に取り組みます。 
 

 

 

 

 

 
 

 

 ①職員のＩＣＴ利活用能力の向上 

   全ての職員を対象とした研修等を通してＩＣＴ利活用能力の向上を図ります。 
 

 ②ＩＣＴの専門性を持った職員の計画的育成 

   データの利活用をはじめ、ＩＣＴの専門知識や利用技術を持って職務にあたる

職員の計画的育成に取り組みます。 
 

 ③ＩＣＴの専門性を持った外部人材の活用 

   ＩＣＴの専門性を持った外部人材の活用について検討します。

重点施策３－１ 先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）を活用した業務改善 
 

先端技術（ＡＩ・ＲＰＡ等）を活用し、業務の効率化・生産性の向上を図ります。 

重点施策３－２ 情報システムにおけるクラウド化の推進  

 

情報システムにおいて、クラウドの導入を進めます。 

重点施策３－３ ＩＣＴ人材の育成 

 

継続的なＩＣＴ研修や機会を捉えたスキルの伝達を通じ、ＩＣＴ人材の育成を進め

ます。また、ＩＣＴを活用した施策の推進に必要な人材を確保するため、専門性を

持った外部人材の活用も視野に入れた取組を進めます。 

基本方針３  行政運営の効率化 
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第５章 計画の推進 

 

  ⑴推進体制                                  

   ①草津市情報化推進懇話会 

    外部委員による「草津市情報化推進懇話会」を設置し、本計画の実行計画（草

津市情報化アクションプラン）を策定することでＰＤＣＡサイクルによる進捗

確認を行い、着実に情報化施策を推進していきます。 

    また、施策の費用対効果の確認や、継続、拡大、あるいは凍結や廃止を含め、

柔軟に見直しを行い、その結果を本市の情報化施策に反映していきます。 

 

   ②草津市情報化推進委員会 

    情報化施策を展開するにあたっては、庁内横断的に関係する全ての部課が主体

的に取り組むとともに、様々な業務間の連携が必要不可欠なことから、関係各部

課間の連絡・調整を緊密に行う組織（草津市情報化推進委員会）により、必要な

情報化施策を加速・推進していきます。 

 

 

  ⑵実行計画                                  

   ①草津市情報化アクションプラン 

    草津市情報化アクションプランにおいて、本計画の実行性を担保するための個

別事業、スケジュールを定めます。 

    また、毎年度、ＰＤＣＡサイクルにより草津市情報化アクションプランの見直

しを行うことで着実に情報化施策を推進します。 

 

 

  ⑶情報セキュリティ                              

    情報セキュリティについては、今後も本市の情報資産に関する情報セキュリテ

ィ対策を総合的・体系的に推進する草津市情報セキュリティ委員会において、草

津市情報セキュリティポリシーに基づくセキュリティ対策を推進し、情報セキ

ュリティを確保します。 
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用語集 

 

用語 用語解説 

ＡＩ 

Artificial Intelligenceの略。人工的な方法による学習、推

論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法により実

現した当該機能の活用に関する技術のこと。 

ＥＢＰＭ 
Evidence Based Policy Making の略で、統計や業務データ

などの客観的な証拠に基づく政策立案のこと。 

ＧＩＳ 

Geographic Information System の略で、さまざまな地理

データを、衛星やコンピューターなどを利用して収集、分

析、処理し、地図情報とその他の情報を統合的に活用する

システム。地理情報システム。 

ＩＣＴ 

Information and Communications Technology（情報通信

技術）。かつてはＩＴ（情報技術）と呼ばれていたが、コ

ミュニケーションの比重が大きくなった近年ではＩＣＴと

いう言い方が定着している。 

ＩｏＴ 

Internet of Things（モノのインターネット）の略。自動車、

家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネット

につながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ

化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生

み出すというコンセプトを表した語である。 

ＩＴ 

Information Technology（情報技術）のことで、コンピュ

ーターやデータ通信に関する技術の総称。その言葉の意味

は広く、情報通信分野の基礎技術から応用技術の範囲にま

で及ぶ。具体的には、コンピューターやインターネットを

中心とするネットワークを活用し、会社の業務や生活に役

立てるための技術を指すことが多い。現在は、「ＩＣＴ」

という用語が使われることも多い。 

ＬＡＮ 

Local Area Network の略。ネットワークの種類のひとつ

で、建物内やフロア内といった狭い範囲にあるコンピュー

ターで構成されたネットワークのこと。 

ＬＧＷＡＮ 

Local Government Wide Area Network の略で、電子政府

構想の基盤となる広域の行政専用のコンピューターネット

ワーク。地方公共団体のコンピューターネットワークを相

互に接続し、情報の共有、行政事務の効率化を目的とする。

総合行政ネットワーク。 
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ＰＤＣＡサイクル 
PLAN(計画)→DO(実行)→CHECK(評価)→ACTION(改善)

を繰り返して、継続的に業務改善すること。 

ＲＰＡ 
Robotic Process Automation の略で、人が設定した手順に

従ってパソコンを使った事務処理を行う技術。 

Society 5.0 

サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることに

より、地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様な

ニーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応したモノやサ

ービスを提供することで経済的発展と社会課題の解決を両

立し、人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ること

のできる、人間中心の社会。 

Wi-Fi 

無線 LAN アダプターのブランド名。米国の業界団体、Wi-

Fiアライアンスが機器間の相互接続性を認定したことを示

す。 

アウトソーシング 

企業が自社の業務を外部の専門業者などに委託すること。

技術やノウハウを持たない企業でも、外注することで、専

門性の高い業務や新規事業などに進出することが可能にな

る。自社で正社員を育成する場合に比べ、短期間かつ低コ

ストで済むため、経営資源を有効活用できるというメリッ

トもある。 

アクティブ・ラーニング 

教員からの一方向的な講義で知識を覚えるのではなく、生

徒たちが主体的に参加、仲間と深く考えながら課題を解決

する力を養うのが目的。そうした力を養う授業手法として、

議論やグループワークなどが挙げられることが多い。  

アドレス 
コンピューターやネットワーク上の特定の場所を示す住所

のこと。 

アプリケーション 

ワープロ・ソフト、表計算ソフト、画像編集ソフトなど、

作業の目的に応じて使うソフトウェア。市販されているも

ののほか、特定の企業の業務に合わせて開発される業務用

アプリケーションや、有志によって作成され、無償または

寄付により配布されるものもある。 

インクルーシブ 包含しているさま。含んでいるさま。包括的。 

イノベーション 
全く新しい製品やサービスを生み出すことで、技術革新と

訳されることが多い。 

インターネット 

個々のコンピューターネットワークを相互に結んで、世界

的規模で電子メールやデータベースなどのサービスを行え

るようにした、ネットワークの集合体。 
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ウェブ 
インターネット上で文字・画像などをレイアウトして見せ、

簡単にアクセスできるようにするための仕組み。 

ウェブアクセシビリテ

ィ 

インターネットのウェブサイトにおける利用しやすさの度

合い。ウェブサイトの文字の大きさや配色を見やすくした

り、音声などの代替情報を加えたりすることにより、高め

ることができる。 

オープンデータ 

「機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用

ルールで公開されたデータ」であり「人手を多くかけずに

データの二次利用を可能とするもの」のことを言う。 

オンライン 
コンピューターがネットワークやほかのコンピューターと

接続している状態。 

クラウド 

事業者等によって定義されたインターフェースを用いた、

拡張性、柔軟性を持つ共用可能な物理的又は仮想的なリソ

ースにネットワーク経由でアクセスするモデルを通じて提

供され、利用者によって自由にリソースの設定・管理が可

能なサービスであって、情報セキュリティに関する十分な

条件設定の余地があるもの。 

グループウェア 

オフィス内外で共同作業する業務で、複数の人が効率よく

作業するためのネットワーク環境を利用したソフトウェ

ア。主に、情報共有やコミュニケーションを目的としたも

ので、電子メール、掲示板、電子会議、スケジュール管理、

文書データベース、ワークフロー、プロジェクト管理など

の機能がある。 

コネクテッド・ワンスト

ップ 

民間サービスを含め、複数の手続・サービスがどこからで

も一か所で実現することを原則とする考え方のこと。 

シェア 分かつこと。共有すること。 

シェアリング・エコノミ

ー 

物・サービス・場所などを、多くの人と共有・交換して利

用する社会的な仕組み。自動車を個人や会社で共有するカ

ーシェアリングをはじめ、ソーシャルメディアを活用して、

個人間の貸し借りを仲介するさまざまなシェアリングサー

ビスが登場している。 

システム 

目的を遂行するための体系や組織。コンピューターの分野

では、ハードウェア、ソフトウェア、OS、ネットワークな

どの、全体の構成を指す。また、何らかの目的・サービス

のために、ソフトウェアやハードウェアを連携して構築さ

れたコンピューター環境のこと。 

スマート 電子機器が組み込まれた。ハイテクであるさま。 



 

用語集 

草津市情報化推進計画 30 

 

スマート自治体（電子自

治体） 

国や地方自治体が、行政サービスの向上のために Web 上

で行なっている行政サービスのこと。利用者にとっては、

これまで紙、印鑑で行なってきた各種行政手続が、Web 上

の情報交換のみでできるようになり利便性があがる。また、

自治体の業務面でも、情報のペーパーレス化による効率化、

双方向のコミュニケーションを可能にする電子メールや

Web サイトを活用した業務の拡充が見込まれる。 

スマート農業 

先端技術を活用し、省力化や大規模生産、品質の向上など

を目指す新たな農業。ロボットやＡＩ、装置をインターネ

ットで結ぶＩｏＴなどの技術を、農作業や出荷の管理など

に活用する。 

スマートフォン 

電話がかけられるだけでなく、インターネットを利用した

り、パソコンのように「アプリ」と呼ばれるソフトを追加

して機能を増やせたりする多機能な携帯電話の総称。 

セキュリティ 
コンピューターシステムの安全性やデータの機密性を保つ

こと。 

タブレット コンピューターの入力装置のひとつ。 

デジタル 

すべてのデータを一定範囲内の数値で表すこと、もしくは

表した状態。より広い意味でとらえると、「世の中に存在

するものや出来事などを、コンピューターで扱えるデータ

の形にした状態」を指す。 

デジタル・ガバメント

（電子政府） 

行政手続にコンピューターやインターネットなどの情報技

術を導入し、業務の効率化や行政情報の透明化を図ったシ

ステム、および行政機構のこと。 

デジタル・デバイド 

情報格差ともいう。年齢・身体・社会的条件等によって、

インターネット等のＩＣＴ（情報や通信に関する技術の総

称）を利用し使いこなせる人と使いこなせない人との間に

生じる格差。 

デジタルファースト 

デジタル技術を徹底的に活用し、デジタル処理を前提とし

たサービス設計を行うこと。 

 

ネットワーク 

複数のコンピューターを接続して、相互に通信できるよう

にした状態。通信回路やケーブルなどを通してコンピュー

ター同士を接続することで、情報の共有や処理の分散、メ

ッセージの交換などが可能になる。 

 



 

用語集 
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バリアフリー 

障害者や高齢者の生活に不便な障害を取り除こうという考

え方。道や床の段差をなくしたり、階段のかわりにゆるや

かな坂道を作ったり、電卓や電話のボタンなどに触ればわ

かる印をつけたりするのがその例。 

ビッグデータ 

ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ

間の関係性などを分析することで新たな価値を生み出す可

能性のあるデータ群のこと。例えば、ソーシャルメディア

内のテキストデータ・画像、携帯電話・スマートフォンが

発信する位置情報、時々刻々と生成されるセンサデータな

どがある。 

ブラッシュアップ 

みがき上げること。学問などの再勉強や鈍った腕や技のみ

がき直し。また、一定のレベルに達した状態からさらにみ

がきをかけること。 

プラットフォーム 

アプリケーションが動作する環境のこと。ハードウェアの

場合はコンピューター自体、ソフトウェアの場合は OS を

指す。アプリケーションは、対応するハードウェアや OS と

いった動作環境を意識して開発されている。通常、ある OS

用のアプリケーションは、異なる OS のコンピューターで

は動作しないため、プラットフォームが異なるという。 

ブロードバンド 

高速・大容量のデータ通信が実現するネットワークサービ

スのこと。 

 

ベンダー 

製品のメーカー、または販売会社のこと。基本的には、ユ

ーザーへ製品を提供している会社を指し、開発のみに携わ

る会社はベンダーとはいわない。 

 

ベンダーロックイン 

コンピューターシステムなどを構築する際に、ある特定の

メーカーの製品・システムサービスに依存した構成にする

ことで、他社への乗り換えが困難になること。 

 

マイキープラットフォ

ーム 

マイナンバーカードのマイキー部分（ＩＣチップの空きエ

リアと公的個人認証の部分。国や地方自治体といった公的

機関や民間が活用できる空きエリア）を活用して、マイナ

ンバーカードを利用する各種サービスを提供するための共

通情報基盤。 
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マイナポータル 

マイナンバー制度の導入に併せて新たに構築した、国民一

人ひとりがアクセスできるポータルサイトのこと。具体的

には、自己情報表示機能、情報提供等記録表示機能、プッ

シュ型サービス、ワンストップサービス等を提供する基盤

であり、国民一人ひとりが様々な官民のオンラインサービ

スを利用できる。 

マイナンバー 

日本国内に住民票を有する全ての方が一人につき１つ持つ

12 桁の番号のこと。マイナンバーは行政を効率化し、国民

の利便性を高め、公平、公正な社会を実現するための社会

基盤。 

マイナンバーカード 

マイナンバー制度で、本人の申請により交付されるＩＣカ

ード。氏名・住所・生年月日・性別・顔写真・個人番号（マ

イナンバー）などが表示され、本人確認の際の公的な身分

証明書として利用できる。 

リテラシー 
読み書き能力。また、ある分野に関する知識やそれを活用

する能力。 

ロボティクス 

工学の一分野。制御工学を中心に、センサー技術・機械機

構学などを総合して、ロボットの設計・製作および運転に

関する研究を行う。 

ワンスオンリー 
一度行政機関が提出を受けた情報は、原則再度の提出を求

めない仕組みのこと。 

基幹系システム 
業務やサービスの中核となる重要システム。住民情報等の

重要な個人情報を取り扱うシステムを指す。 

公的個人認証サービス 

インターネットを通じて申請や届出といった行政手続など

ログインを行う際に、他人による「なりすまし」やデータ

の改ざんを防ぐために用いられる本人確認の手段。「電子

証明書」と呼ばれるデータを外部から読み取られるおそれ

のないマイナンバーカード等のＩＣカードに記録すること

で利用が可能となる。 

創発 

要素間の局所的な相互作用が全体に影響を与え、その全体

が個々の要素に影響を与えることによって、新たな秩序が

形成される現象。 
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